
- 1 -

平成１２年度東京都電気事業会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審 査 の 期 間 平成１３年６月１日から同年８月１日まで

２ 審 査 の 対 象 交 通 局

３ 審 査 の 手 続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、電気事業の経営成績及び財政状

態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等、通常実施すべ

き審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。

ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため、計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共

性の確保を主眼として考察した。

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、電気事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められる。

２ 経営状況について

（１）経営成績について

交通局は、多摩川第一発電所（最大出力：１万９，０００ｋｗ 、多摩川第三発電所（最大）

出力：１万６，４００ｋｗ）及び白丸発電所（最大出力：１，１００ｋｗ、平成１２年１１月

新規稼働）を運転し、発生した電力は東京電力株式会社に販売している。販売電力量等は表１

のとおりである｡

なお、販売電力の電力料金は、多摩川第一発電所及び多摩川第三発電所については、基本料

金が月額６ ５６１万７ ０００円 電力量料金が１ｋｗｈ当たり１円８２銭となっており(契， ， 、

約年月日：平成１１年３月１６日、 契約有効期間：平成 １１年４月１日～平成１３年３月３

１日 、新規稼働の白丸発電所については、基本料金が月額２７６万４，０００円、電力量料）

金が１ｋｗｈ当たり２円６６銭となっている(契約年月日：平成１２年１０月１８日、 契約有

効期間：平成１２年１１月１１日～平成２２年１１月１０日 。）

(表１) 販売電力量及び目標供給電力量比較表 (単位: kwh、％)

A-B
平成12年度 (Ａ) 平成11年度 (Ｂ) 増(△)減 (Ａ－Ｂ) 率 100×

B

販 売 電 力 量 (ａ) 93,075,233 112,733,458 19,658,225 17.4△ △

目標供給電力量 (ｂ) 108,820,449 108,258,000 562,449 0.5

増(△)減 (ａ－ｂ) 15,745,216 4,475,458 20,220,674 451.8△ △ △
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平成１２年度の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計算書を参照）のとおり総収益

９億８，８５７万余円に対し、総費用は１２億４，９３０万余円で、差引き２億６，０７３万

余円の純損失を計上している

(表２) 経 営 成 績 表 (単位:千円)

総 収 益 総 費 用 純利益(Ａ ) 前年度純利益(Ｂ) 前年度比較(Ａ－Ｂ)

988,576 1,249,307 260,731 144,285 405,016△ △

ア 収益について

当年度の総収益は、表３のとおり、９億８，８５７万余円で前年度（９億９，８３６万余

円）と比較して９７８万余円（１．０％）減少している。

営業収益は、９億７，７４５万余円で前年度（９億９，３５９万余円）と比較して１，６

１４万余円（１．６％）減少している。これは、販売電力量が供給目標電力量の約８６％に

とどまったため、渇水準備引当金４５２万余円を取り崩したものの、電力料収入が１，６５

２万余円減少したことによるものである。

なお、営業外収益は、１，１１２万余円で前年度（４７７万余円）と比較して６３５万余

円（１３３．１％）増加している。これは、主に雑収入の過年度分修正益４０３万余円を計

上したことによるものである。

(表 ３) 収 益 比 較 表 (単位:千円、％)

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

金 額 金 額 金 額 A-B
構成比 構成比 率 ×100

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) Ｂ

営 業 収 益 977,453 98.9 993,593 99.5 16,140 1.6△ △

経 電力料収入 974,605 98.6 991,125 99.3 16,520 1.7△ △

常 電 力 料 970,082 98.1 992,578 99.4 22,496 2.3△ △

収 4,523 0.5 1,453 0.1 5,976 411.3渇水準備引当金取崩 △ △ △

益 雑 収 入 2,847 0.3 2,468 0.2 379 15.4

営 業 外 収 益 11,122 1.1 4,771 0.5 6,351 133.1

計 988,576 100 998,364 100 9,788 1.0△ △

特 別 利 益 0 0 0 0 0 -

総 収 益 988,576 100 998,364 100 9,788 1.0△ △

（注）電力料：第一・第三発電所＝基本料金（６５，６１７千円×１２か月＝７８７，４０４千円）

＋従量制料金（１．８２円×販売電力量）

白丸発電所＝基本料金（２，７６４千円×５か月＝１３，８２０千円）

＋従量制料金（２．６６円×販売電力量）
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イ 費用について

当年度の総費用は、表４のとおり、１２億４，９３０万余円で前年度(８億５，４０７万

余円）と比較して３億９，５２２万余円（４６．３％）増加している。

これは、営業費用は減少したものの、退職給与引当金の過年度分引当不足額４億３，１１

８万余円を特別損失として計上したことなどによるものである。

なお、給与費､職員数等については、表５のとおりとなっている。

(表 ４) 費 用 比 較 表
（ ， ）単位：千円 ％

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

金 額 金 額 金 額 A-B
構成比 構成比 率 100×

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) B

経 営 業 費 用 806,103 64.5 850,151 99.5 44,048 5.2△ △

常 人 件 費 386,529 30.9 448,652 52.5 62,123 13.8△ △

費 物 件 費 283,477 22.7 293,404 34.3 9,927 3.4△ △

用 減価償却費 136,096 10.9 108,095 12.7 28,001 25.9

営 業 外 費 用 12,020 1.0 3,927 0.5 8,093 206.1

特 別 損 失 431,183 34.5 - 431,183 -0

総 費 用 1,249,307 100 854,078 100 395,229 46.3

(表 ５) 給 与 費 明 細 表
(単位:千円)

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

金 額 金 額 金 額
(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

給 料 164,235 182,286 18,051△

手 当 158,062 174,380 16,318△

法 定 福 利 費 44,285 48,354 4,069△

報 酬 1,178 974 204

計 367,760 405,994 38,234△

職 員 数 人 人40 40 0

平 均 年 齢 43歳 6月 45歳 8月 2歳 2月△

職員１人当たり給与費 8,091千円 8,991千円 900千円△

´(注) 1 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。

2 職員１人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。

3 職員は、すべて損益勘定部門に所属している。
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次に、経営成績の内容を示す経営比率は、表６のとおりである。

（表 ６) 経 営 比 率 表

年 度 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 算 式
項 目 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0年度 １１年度 １2年度

営業利益
経営資本営業利益率（％） 1.0 1.7 3.6 2.4 3.1

経営資本

営業利益
営業収益営業利益率（％） 6.2 10.6 20.0 14.4 17.5

営業収益

営業収益
経営資本回転率（回） 0.17 0.16 0.18 0.17 0.18

経営資本

総 費 用
総費用対総収益比率（％） 92.7 86.1 79.3 85.5 126.4

総 収 益

（注）経営資本＝総資本－(建設仮勘定＋投資）

（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支については、表７のとおりである。

当年度における資本的収入は、２億５，１９３万余円で、前年度（８，２４７万余円）と

比較して１億６，９４６万余円（２０５．５％）増加している。これは、白丸発電所建設に

対する国庫補助金収入が増加したことによるものである。

一方、資本的支出は１１億２，６５２万余円で、前年度（５億４，３５９万余円）と比較

して５億８，２９３万余円（１０７．２％）増加している。

これは、主に、白丸発電所建設費が増加したことによるものである。

（表 ７） 資 本 的 収 支 比 較 表

（単位：千円、％）

増 (△) 減
平成１２年度 平成１１年度

区 分 金 額 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (C＝A－B) (C/B×100)

資本的収入 Ｄ 251,936 82,473 169,463 205.5（ ）

国 庫 補 助 金 251,936 82,473 169,463 205.5

資本的支出 Ｅ 1,126,528 543,591 582,937 107.2（ ）

建 設 改 良 費 1,126,528 543,591 582,937 107.2

差引資本的収支 Ｄ － Ｅ 874,592 461,118 413,474 89.7（ ）（ ） △ △ △

イ 資産及び負債・資本

平成１２年度末の資産及び負債・資本の状況は 別表２比較貸借対照表のとおりである、 。

資産合計は、６６億６，８３９万余円で、前年度（６３億２，８５５万余円）と比較し

て３億３，９８３万余円（５．４％）の増加となっている。これは、主に建設仮勘定が３
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億９９７万余円及び預金が５億１，６０７万余円それぞれ減少したものの、白丸発電所の

建設に伴い有形固定資産が１３億３，００６万余円増加したことによるものである。

負債合計は、１０億９，２３７万余円で、前年度（７億４，３７３万余円）と比較して

３億４，８６３万余円(４６．９％)増加している。これは、渇水準備引当金を４５２万余

円取り崩したものの、退職給与引当金が３億８，６５２万余円増加したことなどによるも

のである。

資本合計は、５５億７，６０２万余円で、前年度（５５億８，４８１万余円）と比較し

て８７９万余円(０．２％）減少している。これは中小水力発電開発改良積立金の取り崩し

により自己資本が７億８，００１万余円、国庫補助金収入により資本剰余金が２億５，１

９３万余円増加したものの、利益剰余金のうち中小水力発電開発改良積立金が６億８，６

７６万円減少し、欠損金２億６，０４０万余円を計上したことによるものである。

以上の財政状況を財務比率で見ると、表８のとおりである。

（表 ８) 財 務 比 率

(単位:％)

年 度 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 算 式
項 目 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度 1 1 年 度 1 2 年 度

流動資産
流 動 比 率 614.5 678.2 831.9 549.3 540.6

流動負債

自己資本
自己資本構成比率 89.6 90.2 89.8 88.2 83.6

総 資 本

固定資産
固定資産対長期資本比率 61.3 61.3 59.1 63.9 74.3

長期資本

(注)１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金

２ 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債（他会計よりの長期借入金、特例債等のみ）

ウ 資金収支について

資金収支の状況は、表９のとおりである。

資本的収入の総額は２億５ １９３万余円 これに対して資本的支出の総額は１１億２， 、 ，

６５２万余円であり、資本的収支資金不足額８億７，４５９万余円となっている。

また、収益的収支においては、減価償却費等の損益勘定留保資金等の合計３億８，０１

３万余円が資金剰余となったが、資本的収支と収益収支を合わせた資金収支において、４

億９，４４５万余円の資金不足となっている。

この結果 累積資金剰余額は 表１０のとおり １６億１ ７１８万余円となっている、 、 、 ， 。
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(表 ９) 資 金 収 支 表

(単位:千円)

支 出 収 入

資 本 的 支 出 資 本 的 収 入

建 設 改 良 費 1,126,528 国 庫 補 助 金 251,936

計 1,126,528 計 251,936（Ａ） （Ｂ）

資本的収支資金不足額 874,592

（Ｃ)＝(Ｂ)－(Ａ）

(補てん財源内訳)

当年度純利益（ 損失） 260,731△ △

損 益 勘 定 留 保 資 金 587,226

・減価償却費等 139,096

・退職給与引当金 44,660△

・修繕準備引当金 70,144

・渇水準備引当金 4,523△

・過年度損益修正損

（退職給与引当金引当） 431,183

・その他 4,014△

消費税等資本的収支調整額等 53,644

計 380,139（Ｄ）

収益的収支資金剰余額 380,139（ ）Ｅ＝Ｄ

当年度資金不足額 494,453（Ｆ＝Ｃ－Ｅ）

合 計 1,126,528 合 計 1,126,528（Ａ） （Ｂ＋Ｄ＋Ｆ）

（表１０） 累 積 資 金 推 移 表

（単位：千円）

区 分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

当年度資金剰余( )不足額 55,097 57,307 248,275 194,222 494,453△ △ △ △

累積資金剰余( )不足額 2,005,172 2,061,938 2,310,187 2,114,046 1,617,182△

（３）建設改良事業について

当年度の建設改良事業については、予算額１２億４，８００万円に対し、決算額１１億２，

６５２万余円で、執行率は９０．３％となっている。

これは、主に白丸発電所の建設費である。

なお、白丸発電所は多摩川第一発電所と多摩川第三発電所のほぼ中間にある白丸調整池ダム

の地下に建設したものであり、平成１２年１１月に運転を開始し、河川維持放流水を利用して

最大出力１，１００ｋｗ、年間総発電量３１１万３，０００ｋｗを予定している。
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以上、平成１２年度の電気事業の経営状況について述べてきたが、当年度は２億６，０７３万

余円の純損失となっているものの、これは退職給与引当金の過年度分引当不足額を特別損失とし

て計上したことによるものであり、経常利益は１億７，０４５万余円で引き続き良好なものとな

っている。



（別表１）　電 気 事 業 比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、％）

平成１2年度 平成１1年度      　  増 （△） 減

金  　　額 金  　　額 金  　　額     率

科       目

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ）

１ 営  業  収  益 977,453,166 993,593,452 △ 16,140,286 △ 1.6

電 力 料 収 入 974,605,743 991,125,018 △ 16,519,275 △ 1.7

雑   収   入 2,847,423 2,468,434 378,989 15.4

２ 営  業  費  用 806,103,089 850,151,647 △ 44,048,558 △ 5.2

水 力 発 電 所 費 639,463,127 617,304,421 22,158,706 3.6

送   電   費 34,614,557 34,297,897 316,660 0.9

発 電 管 理 費 132,025,405 198,549,329 △ 66,523,924 △ 33.5

３ 営  業  損  益（１－２） 171,350,077 143,441,805 27,908,272 19.5

４ 営  業  外  収  益 11,122,856 4,771,045 6,351,811 133.1

受取利息及配当金 5,580,357 3,744,795 1,835,562 49.0

雑   収   益 5,542,499 1,026,250 4,516,249 440.1

５ 営  業  外  費  用 12,020,669 3,927,286 8,093,383 206.1

雑   支   出 12,020,669 3,927,286 8,093,383 206.1

６ 経常損益（３＋４－５） 170,452,264 144,285,564 26,166,700 18.1

７ 特  別  損　失 431,183,519 0 431,183,519         -

８当年度純損益 （６＋７） △ 260,731,255 144,285,564 △ 405,016,819 △ 280.7

９ 前年度繰越利益剰余金 321,412 35,848 285,564 796.6

10 当年度未処分利益剰余金（△）未処理欠損金 △ 260,409,843 144,321,412 △ 404,731,255 △ 280.4
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